
 

    

  
令和４年３月臨時（第 2回）  
四 万 十 町 教 育 委 員 会  

会 議 資 料                
日 時： 令和４年３月２２日（火）午前９時００分  
場 所： 四万十町役場本庁東庁舎 ２階 町民活動支援室     



会 議 次 第   
１ 開 会 
２ 教育長あいさつ 
３ 会議録署名委員の指名 
４ 議 題  

① 承認第１号 専決処分の承認について 
② 議案第１号 指定校区外就学申請の取り扱いについて 
③ 議案第２号 指定校区外就学申請の取り扱いについて 
④ 議案第３号 四万十町要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱の改

正について 
⑤ 議案第４号 四万十町要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱に係

る取扱規程の廃止について 

⑥ 議案第５号 四万十町教育委員会社会教育関係委員の委嘱について 

⑦ 議案第６号 令和４年度教育行政方針について 

⑧ 議案第７号 教育委員の辞職について 

⑨ 議案第８号 令和４年４月１日付け教育委員会事務局職員人事異動について  
５ 協議事項 
 ① 四万十町立学校管理運営規則の改正について 

 ② 四万十町教育委員会教育長の権限に属する事務の一部を学校長等に事務委任

する規程の改正について 

 

６ 報告事項 
① スクールガード・リーダーについて  

７ その他 
 ① 教育委員会関係施設整備計画について   

 
教 育 長 山脇 光章 

委  員 横山 順一、 坂本 維子、 佐々倉 愛、 岡 澄子 

事 務 局 浜田 章克、  林 瑞穂、  岡 英祐、  東 孝典 



承認第１号 

 

 

専決処分の承認について 

 

 

区域外就学に係る協議について、四万十町教育委員会教育長に対する事務委任規則

（平成１８年四万十町教育委員会規則第４号）第３条の規定に基づき、別紙のとおり

専決したので、同規則第４条の規定に基づきこれを報告し承認を求める。 

 

令和４年３月２２日 提出 

 

四万十町教育長 山脇 光章   
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別紙 

 

 

専 決 書 

 

 

 区域外就学に係る協議について、四万十町教育委員会教育長に対する事務委任規則

（平成１８年四万十町教育委員会規則第４号）第３条の規定に基づき、下記のとおり

専決する。 

 

   令和４年３月８日 

            

                     四万十町教育長 山脇 光章 

 

 

記 

 

 

 学校教育法施行令（昭和２８年政令第３４０号）第９条第２項の規定に基づき、令

和４年●月●日付けで申請のあった区域外就学について、令和４年３月８日付け３四

教学第８０６号により黒潮町教育委員会に協議する。 

 

１ 児童生徒名   ●● ●●  新 ●学校第●学年 

          ●● ●●  新 ●学校第●学年 

          ●●  ●   新 ●学校第●学年 

２ 保護者氏名   ●● ●● 

３ 住民登録地   ●●●●●●●●●●●● 

４ 就学指定校   ●●●●●●●学校 

５ 就学希望校   ●●●学校 

６ 期   間   令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

７ 事   由   区域外就学基準 Ｎｏ●  ●●●●● 

Ｎｏ●  ●●●●● 

８ 専決処分を行った理由 

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●、できるだ 

け早期に承諾に係る協議を行う必要があったため。 
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参 考 

 

四万十町教育委員会教育長に対する事務委任規則 

（平成18年教育委員会規則第４号）  【抜粋】 

 

（委任） 

第１条 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号。以下「法」

という。）第25条第１項の規定に基づき、四万十町教育委員会（以下「教育委員会」

という。）は、次に定める事項を除き、その権限に属する事務を教育長に委任する

ものとする。 

(１) 教育行政の基本方針に関すること。 

(２) 教育に関する事務の管理及び執行の基本的な方針に関すること。 

(３) 教育委員会規則その他教育委員会の定める規程の制定又は改廃に関するこ

と。 

(４) 教育委員会の所管に属する学校その他教育機関の設置及び廃止に関するこ

と。 

(５) 教育委員会及び教育委員会の所管する学校その他の教育機関の職員の任免

その他人事に関すること。 

(６) 法第26条の規定による点検及び評価に関すること。 

(７) 法第29条に規定する意見の申出に関すること。 

(８) 幼稚園、小学校及び中学校の通学区域の設定又は変更に関すること。 

(９) 教科書の採択に関すること。 

(10) 教育委員会附属機関の委員の任免等に関すること。 

(11) 重要事項の告示、指令、通知、申請及び報告等に関すること。 

(12) 教職員の組織する職員団体及びその他の諸団体との重要な交渉に関するこ

と。 

(13) 文化財の町指定に関すること。 

(14) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が特に重要と認める事項。 

第３条 教育長は、緊急の場合には、第１条各号に規定する事務を専決することがで

きる。 

（委員会への報告） 

第４条 教育長は、次に掲げる事項について、次の教育委員会の会議にこれを報告し、

承認を求めなければならない。 

(１) 第１条の規定により教育長に委任した事務で重要なものに関すること。 

(２) 前条の規定により教育長が専決した事務に関すること。 
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学校教育法施行令（昭和２８年政令第３４０号〕 【抜粋】 

 

（区域外就学等） 

第９条 児童生徒等をその住所の存する市町村の設置する小学校、中学校（併設型中

学校を除く。）又は義務教育学校以外の小学校、中学校、義務教育学校又は中等教育

学校に就学させようとする場合には、その保護者は、就学させようとする小学校、

中学校、義務教育学校又は中等教育学校が市町村又は都道府県の設置するものであ

るときは当該市町村又は都道府県の教育委員会の、その他のものであるときは当該

小学校、中学校、義務教育学校又は中等教育学校における就学を承諾する権限を有

する者の承諾を証する書面を添え、その旨をその児童生徒等の住所の存する市町村

の教育委員会に届け出なければならない。 

２ 市町村の教育委員会は、前項の承諾（当該市町村の設置する小学校、中学校（併

設型中学校を除く。）又は義務教育学校への就学に係るものに限る。）を与えようと

する場合には、あらかじめ、児童生徒等の住所の存する市町村の教育委員会に協議

するものとする。 
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四万十町就学指定校変更及び区域外就学事務取扱要綱【抜粋】 

 

（承認及び承諾基準）  

第２条 四万十町立小学校及び中学校における就学指定校変更承認基準及び区域外

就学承諾基準は、別表のとおりとする。 

（申請） 

第３条 就学指定校以外の学校へ就学させようとする保護者又は区域外就学をさせ

ようとする保護者は、校区外就学・区域外就学申請書（様式第１号）を教育委員会

に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する校区外就学・区域外就学申請書には、教育委員会が定める書類を

添付しなければならない。 

（承認又は承諾） 

第４条 教育委員会は、前条第１項の申請書を受理した場合は、その内容を審査し、

第２条に規定する基準に該当し、かつ、教育上適当と認められるときは、就学指定

校変更の承認又は区域外就学の承諾をすることができる。 

２ 教育委員会は、前項の規定による承認又は承諾をしたときは、当該保護者及び学

校長に対し、校区外就学・区域外就学通知書（様式第２号）により通知するものと

する。 

11



別表（第２条関係） 

就学指定校変更の承認及び区域外就学の承諾基準 

事由 承認・承諾の基準 承認・承諾期間等 

転居又

は転出 

１ 小学校の学年途中又は中学校在籍途中の転居で、引き

続き在学を希望する場合 

小学校は学年末まで 

中学校は卒業まで 

２ 小学校及び中学校の学年途中の転出で、引き続き在学

を希望する場合 

学年末まで 

３ 住宅の新築・改築等による一時的な転居・転出で、引

き続き在学を希望する場合 

教育委員会が認める期間

（年度ごとの申請が必要） 

４ 新築等により、近い将来転居することが確定しており、

転居後に就学指定校となる学校への就学を希望する場

合 

住民登録がされるまで（原

則６か月以内） 

転入予

定 

５ 本町に転入予定で、転入後に就学指定校となる学校へ

の就学を希望する場合 

転入日まで 

住民票

未登録 

６ 特別な事情で住民登録ができない場合に居住地が校区

となる学校への就学を希望する場合 

住民登録がされるまで（年

度ごとの申請が必要） 

留守家

庭児童

対策 

７ 小学校６年生以下の児童の保護者が自宅にいない状況

にある者で、次の場合 

① 児童の親族の住所を校区とする学校への就学を希

望する場合 

② 保護者又は祖父母の勤務地の住所を校区とする学

校への就学を希望する場合 

③ 他に児童の保護ができる状況に無く、学童保育等

を実施している学校への就学を希望する場合 

状況に変化がなければ、小

学校卒業まで（年度ごとの

申請が必要） 

心身の

事情 

８ 児童生徒の心身の事情により、指定校への就学が困難

である場合で、その事情に相応した学校への就学を希

望する場合 

教育委員会が認める期間

（年度ごとの申請が必要） 

９ 支援学級のある学校への就学を希望する場合 卒業まで 

教育上

の配慮 

10 就学指定校にない部活動を行うため、就学校の変更を

希望する場合（中学校入学前に申請をした場合に限

る。） 

中学校のみ卒業まで（年度

ごとの申請が必要） 

11 いじめや、不登校などの改善のため、就学校の変更を

希望する場合 

教育委員会が認める期間 

その他 12 地理的条件により、就学指定校への就学が困難な場合

に、容易に通学できる学校への就学を希望する場合 

卒業まで 

13 就学指定校の変更を承認された兄弟姉妹と同じ学校へ

の就学を希望する場合 

卒業まで 

14 教育的見地や家庭の状況等から、就学校の変更を希望

する場合  

教育委員会が認める期間

（年度ごとの申請が必要） 

15 就学希望中学校区の小学校に在籍したことを理由に就

学校の変更を希望する場合（中学校入学前に申請をし

た場合に限る。） 

卒業まで 

16 その他、特別な事情により就学校の変更を希望する場

合 

教育委員会が認める期間

（年度ごとの申請が必要） 

 

12



 

就学指定校変更の承認及び区域外就学の承諾に係る添付書類 

事由 承認・承諾の基準 添付書類 

転居又

は転出 

１ 小学校の学年途中又は中学校在籍途中の転居で、引き

続き在学を希望する場合 

 

２ 小学校及び中学校の学年途中の転出で、引き続き在学

を希望する場合 

 

３ 住宅の新築・改築等による一時的な転居・転出で、引

き続き在学を希望する場合 

建築確認申請書、入居契約

書等の転居・転入を確認で

きる書類 

４ 新築等により、近い将来転居することが確定しており、

転居後に就学指定校となる学校への就学を希望する場

合 

建築確認申請書、入居契約

書等の転居を確認できる

書類 

転入予

定 

５ 本町に転入予定で、転入後に就学指定校となる学校へ

の就学を希望する場合 

建築確認申請書、入居契約

書等の転入を確認できる

書類 

住民票

未登録 

６ 特別な事情で住民登録ができない場合に居住地が校区

となる学校への就学を希望する場合 

居住証明書 

留守家

庭児童

対策 

７ 小学校６年生以下の児童の保護者が自宅にいない状況

にある者で、次の場合 

① 児童の親族の住所を校区とする学校への就学を希

望する場合 

② 保護者又は祖父母の勤務地の住所を校区とする学

校への就学を希望する場合 

③ 他に児童の保護ができる状況に無く、学童保育等

を実施している学校への就学を希望する場合 

預かり承諾書 

在職証明書 

心身の

事情 

８ 児童生徒の心身の事情により、指定校への就学が困難

である場合で、その事情に相応した学校への就学を希

望する場合 

学校長の意見書又は関係

機関の意見書等 

９ 支援学級のある学校への就学を希望する場合  

教育上

の配慮 

10 就学指定校にない部活動を行うため、就学校の変更を

希望する場合（中学校入学前に申請をした場合に限

る。） 

 

11 いじめや、不登校などの改善のため、就学校の変更を

希望する場合 

学校長の意見書又は関係

機関の意見書等 

その他 12 地理的条件により、就学指定校への就学が困難な場合

に、容易に通学できる学校への就学を希望する場合 

 

13 就学指定校の変更を承認された兄弟姉妹と同じ学校へ

の就学を希望する場合 

就学通知書の写し 

14 教育的見地や家庭の状況等から、就学校の変更を希望

する場合  

学校長の意見書又は関係

機関の意見書等 

15 就学希望中学校区の小学校に在籍したことを理由に就

学校の変更を希望する場合（中学校入学前に申請をし

た場合に限る。） 

 

16 その他、特別な事情により就学校の変更を希望する場

合 

事由要件による 
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議案第１号 

 

 

指定校区外就学申請の取り扱いについて 

 

 

令和４年●月●日付けで、四万十町●●●●●●●● 保護者 ●● ●● から

●●●学校への校区外就学申請書が提出されたので、その取り扱いについて委員会の

意見を求める。 

 

 令和４年３月２２日 提出       

 

                  四万十町教育長 山脇 光章 

 

 

記 

 

１ 児童生徒名  ●● ●●  新 ●学校 第●学年 

２ 保護者氏名  ●● ●● 

３ 現住民登録地  四万十町 ●●●●●●●● 

４ 就学指定校  ●●●学校 

５ 就学希望校  ●●●学校 

６ 期    間  令和４年４月１日 ～令和６年３月３１日 

７ 事    由     ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

 

   就学指定校変更の承認及び区域外就学の承諾基準 

Ｎｏ●（●●●●●●） 
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参 考 

 

四万十町就学指定校変更及び区域外就学事務取扱要綱【抜粋】 

 

（承認及び承諾基準）  

第２条 四万十町立小学校及び中学校における就学指定校変更承認基準及び区域外

就学承諾基準は、別表のとおりとする。 

（申請） 

第３条 就学指定校以外の学校へ就学させようとする保護者又は区域外就学をさせ

ようとする保護者は、校区外就学・区域外就学申請書（様式第１号）を教育委員会

に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する校区外就学・区域外就学申請書には、教育委員会が求める書類を

添付しなければならない。 

（承認又は承諾） 

第４条 教育委員会は、前条に規定する申請があった場合は、当該申請について審査

し、第２条に規定する就学指定校変更承認基準又は区域外就学承諾基準のいずれか

に該当し、かつ、教育上適当と認められるときは、就学指定校変更の承認又は区域

外就学の承諾をすることができる。 
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別表（第２条関係） 

就学指定校変更の承認及び区域外就学の承諾基準 

事由 承認・承諾の基準 承認・承諾期間等 

転居又

は転出 

１ 小学校の学年途中又は中学校在籍途中の転居で、引き

続き在学を希望する場合 

小学校は学年末まで 

中学校は卒業まで 

２ 小学校及び中学校の学年途中の転出で、引き続き在学

を希望する場合 

学年末まで 

３ 住宅の新築・改築等による一時的な転居・転出で、引

き続き在学を希望する場合 

教育委員会が認める期間

（年度ごとの申請が必要） 

４ 新築等により、近い将来転居することが確定しており、

転居後に就学指定校となる学校への就学を希望する場

合 

住民登録がされるまで（原

則６か月以内） 

転入予

定 

５ 本町に転入予定で、転入後に就学指定校となる学校へ

の就学を希望する場合 

転入日まで 

住民票

未登録 

６ 特別な事情で住民登録ができない場合に居住地が校区

となる学校への就学を希望する場合 

住民登録がされるまで（年

度ごとの申請が必要） 

留守家

庭児童

対策 

７ 小学校６年生以下の児童の保護者が自宅にいない状況

にある者で、次の場合 

① 児童の親族の住所を校区とする学校への就学を希

望する場合 

② 保護者又は祖父母の勤務地の住所を校区とする学

校への就学を希望する場合 

③ 他に児童の保護ができる状況に無く、学童保育等

を実施している学校への就学を希望する場合 

状況に変化がなければ、小

学校卒業まで（年度ごとの

申請が必要） 

心身の

事情 

８ 児童生徒の心身の事情により、指定校への就学が困難

である場合で、その事情に相応した学校への就学を希

望する場合 

教育委員会が認める期間

（年度ごとの申請が必要） 

９ 支援学級のある学校への就学を希望する場合 卒業まで 

教育上

の配慮 

10 就学指定校にない部活動を行うため、就学校の変更を

希望する場合（中学校入学前に申請をした場合に限

る。） 

中学校のみ卒業まで（年度

ごとの申請が必要） 

11 いじめや、不登校などの改善のため、就学校の変更を

希望する場合 

教育委員会が認める期間 

その他 12 地理的条件により、就学指定校への就学が困難な場合

に、容易に通学できる学校への就学を希望する場合 

卒業まで 

13 就学指定校の変更を承認された兄弟姉妹と同じ学校へ

の就学を希望する場合 

卒業まで 

14 教育的見地や家庭の状況等から、就学校の変更を希望

する場合  

教育委員会が認める期間

（年度ごとの申請が必要） 

15 就学希望中学校区の小学校に在籍したことを理由に就

学校の変更を希望する場合（中学校入学前に申請をし

た場合に限る。） 

卒業まで 

16 その他、特別な事情により就学校の変更を希望する場

合 

教育委員会が認める期間

（年度ごとの申請が必要） 
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就学指定校変更の承認及び区域外就学の承諾に係る添付書類 

事由 承認・承諾の基準 添付書類 

転居又

は転出 

１ 小学校の学年途中又は中学校在籍途中の転居で、引き

続き在学を希望する場合 

 

２ 小学校及び中学校の学年途中の転出で、引き続き在学

を希望する場合 

 

３ 住宅の新築・改築等による一時的な転居・転出で、引

き続き在学を希望する場合 

建築確認申請書、入居契約

書等の転居・転入を確認で

きる書類 

４ 新築等により、近い将来転居することが確定しており、

転居後に就学指定校となる学校への就学を希望する場

合 

建築確認申請書、入居契約

書等の転居を確認できる

書類 

転入予

定 

５ 本町に転入予定で、転入後に就学指定校となる学校へ

の就学を希望する場合 

建築確認申請書、入居契約

書等の転入を確認できる

書類 

住民票

未登録 

６ 特別な事情で住民登録ができない場合に居住地が校区

となる学校への就学を希望する場合 

居住証明書 

留守家

庭児童

対策 

７ 小学校６年生以下の児童の保護者が自宅にいない状況

にある者で、次の場合 

① 児童の親族の住所を校区とする学校への就学を希

望する場合 

② 保護者又は祖父母の勤務地の住所を校区とする学

校への就学を希望する場合 

③ 他に児童の保護ができる状況に無く、学童保育等

を実施している学校への就学を希望する場合 

預かり承諾書 

在職証明書 

心身の

事情 

８ 児童生徒の心身の事情により、指定校への就学が困難

である場合で、その事情に相応した学校への就学を希

望する場合 

学校長の意見書又は関係

機関の意見書等 

９ 支援学級のある学校への就学を希望する場合  

教育上

の配慮 

10 就学指定校にない部活動を行うため、就学校の変更を

希望する場合（中学校入学前に申請をした場合に限

る。） 

 

11 いじめや、不登校などの改善のため、就学校の変更を

希望する場合 

学校長の意見書又は関係

機関の意見書等 

その他 12 地理的条件により、就学指定校への就学が困難な場合

に、容易に通学できる学校への就学を希望する場合 

 

13 就学指定校の変更を承認された兄弟姉妹と同じ学校へ

の就学を希望する場合 

就学通知書の写し 

14 教育的見地や家庭の状況等から、就学校の変更を希望

する場合  

学校長の意見書又は関係

機関の意見書等 

15 就学希望中学校区の小学校に在籍したことを理由に就

学校の変更を希望する場合（中学校入学前に申請をし

た場合に限る。） 

 

16 その他、特別な事情により就学校の変更を希望する場

合 

事由要件による 
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議案第２号 

 

 

指定校区外就学申請の取り扱いについて 

 

 

令和４年●月●日付けで、四万十町●●●●●●●● 保護者 ●● ●● から

●●●学校への校区外就学申請書が提出されたので、その取り扱いについて委員会の

意見を求める。 

 

 令和４年３月２２日 提出       

 

                  四万十町教育長 山脇 光章 

 

 

記 

 

１ 児童生徒名  ●● ●●  新 ●学校 第●学年 

２ 保護者氏名  ●● ●● 

３ 現住民登録地  四万十町 ●●●●●●●● 

４ 就学指定校  ●●●学校 

５ 就学希望校  ●●●学校 

６ 期    間  令和４年４月１日 ～令和５年３月３１日 

７ 事    由     ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

 

   就学指定校変更の承認及び区域外就学の承諾基準 

Ｎｏ●（●●●●●●） 
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別表（第２条関係） 

就学指定校変更の承認及び区域外就学の承諾基準 

事由 承認・承諾の基準 承認・承諾期間等 

転居又

は転出 

１ 小学校の学年途中又は中学校在籍途中の転居で、引き

続き在学を希望する場合 

小学校は学年末まで 

中学校は卒業まで 

２ 小学校及び中学校の学年途中の転出で、引き続き在学

を希望する場合 

学年末まで 

３ 住宅の新築・改築等による一時的な転居・転出で、引

き続き在学を希望する場合 

教育委員会が認める期間

（年度ごとの申請が必要） 

４ 新築等により、近い将来転居することが確定しており、

転居後に就学指定校となる学校への就学を希望する場

合 

住民登録がされるまで（原

則６か月以内） 

転入予

定 

５ 本町に転入予定で、転入後に就学指定校となる学校へ

の就学を希望する場合 

転入日まで 

住民票

未登録 

６ 特別な事情で住民登録ができない場合に居住地が校区

となる学校への就学を希望する場合 

住民登録がされるまで（年

度ごとの申請が必要） 

留守家

庭児童

対策 

７ 小学校６年生以下の児童の保護者が自宅にいない状況

にある者で、次の場合 

① 児童の親族の住所を校区とする学校への就学を希

望する場合 

② 保護者又は祖父母の勤務地の住所を校区とする学

校への就学を希望する場合 

③ 他に児童の保護ができる状況に無く、学童保育等

を実施している学校への就学を希望する場合 

状況に変化がなければ、小

学校卒業まで（年度ごとの

申請が必要） 

心身の

事情 

８ 児童生徒の心身の事情により、指定校への就学が困難

である場合で、その事情に相応した学校への就学を希

望する場合 

教育委員会が認める期間

（年度ごとの申請が必要） 

９ 支援学級のある学校への就学を希望する場合 卒業まで 

教育上

の配慮 

10 就学指定校にない部活動を行うため、就学校の変更を

希望する場合（中学校入学前に申請をした場合に限

る。） 

中学校のみ卒業まで（年度

ごとの申請が必要） 

11 いじめや、不登校などの改善のため、就学校の変更を

希望する場合 

教育委員会が認める期間 

その他 12 地理的条件により、就学指定校への就学が困難な場合

に、容易に通学できる学校への就学を希望する場合 

卒業まで 

13 就学指定校の変更を承認された兄弟姉妹と同じ学校へ

の就学を希望する場合 

卒業まで 

14 教育的見地や家庭の状況等から、就学校の変更を希望

する場合  

教育委員会が認める期間

（年度ごとの申請が必要） 

15 就学希望中学校区の小学校に在籍したことを理由に就

学校の変更を希望する場合（中学校入学前に申請をし

た場合に限る。） 

卒業まで 

16 その他、特別な事情により就学校の変更を希望する場

合 

教育委員会が認める期間

（年度ごとの申請が必要） 
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議案第３号 

 

 

四万十町要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱の改正について 

 

 

四万十町要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱の一部を改正する告示

を下記のとおり定めることについて、委員会の意見を求める。 

 

令和４年３月２２日 提出 

 

四万十町教育長 山脇 光章    

 

 

記 

 

 

四万十町要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱の一部を改正する告   

示 

 

四万十町要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱（平成 18 年四万十町教

育長告示第３号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「を図ることを」を「に資することを」に改める。 

第２条第１項中「又は保護者に代わる者（以下これらの者を「保護者等」という。）」

を「（現に当該児童等を養育していることを当該学校長が認める者を含む。以下同

じ。）」に改め、同条第２項中「保護者等」を「保護者」に改める。 

第３条中「教育長が別に定める。」を「別表のとおりとする。」に改め、同条に次の

１項を加える。 

２ 新型コロナウイルス感染症への対策として、四万十町立小学校又は中学校を臨時

休業した場合については、当該臨時休業期間中に提供しなかった給食費に相当する

額を別表に規定する給食費の実費とみなして援助費を支給することができる。 

第４条第１項を次のように改める。 

援助費の支給を受けようとする保護者は、毎年度、別記第１号様式による申請書

により、当該児童等が就学する学校長を経由して教育長に申請しなければならない。

ただし、複数の児童等がいる世帯の場合は、最年少の児童等が就学する学校長に提

出された申請書をもって、その世帯の全ての児童等の申請がなされたものとみなす。 

第４条に次の１項を加える。 

３ 第１項の申請書を受理した学校長は、別記第２号様式に申請者の状況を取りまと

めて教育長へ提出するものとする。 

第５条第１項中「認定」を「援助費の受給資格の認定（以下単に「認定」という。）」
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に改め、同条第２項中「すみやかに」を「速やかに」に改め、「保護者等」を「保護

者」に改め、同条第３項中「認定を行う日」を「認定における認定日」に改め、「（年

度途中の申請にあっては、原則として申請書を受理した月の初日）」を削り、「本町に

転入し、かつ、四万十町立小学校又は中学校に転入学した者の保護者等の申請につい

ては、転入学した日に認定を行うものとする。」を「年度途中の申請にあっては、原

則として申請書を受理した月の初日とする。」に改める。 

第６条に次の１項を加える。 

３ 前項の医療費の請求は、別記第３号様式又は別記第４号様式によるものとする。 

第７条第２号中「開始又は廃止」を「開始、停止又は廃止」に改め、同条第３号中

「申請書の記載内容」を「の申請内容」に改める。 

第８条中「受給資格としての」を削る。 

 附則の次に次の別表を加える。 
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別表（第３条関係） 

小学校 

費目 要保護 準要保護 支給時期 

学用品費 ― 11,420 円 年２回（５月、10 月） 

通学用品費（第１学年

を除く。） 
― 2,230 円 

年２回（５月、10 月） 

新入学児童生徒学用

品費等 
― 40,600 円 年１回（５月） 

修学旅行費 実費 実費の 80％以内 旅行前 

医療費 ― 実費 随時 

給食費 ― 実費の 50％以内 給食費支払日 

中学校 

費目 要保護 準要保護 支給時期 

学用品費 ― 22,320 円 年２回（５月、10 月）

通学用品費（第１学年

を除く。） 
― 2,230 円 

年２回（５月、10 月）

新入学児童生徒学用

品費等 
― 47,400 円 年１回（５月） 

修学旅行費 実費 実費の 80％以内 旅行前 

医療費 ― 実費 随時 

給食費 ― 実費の 50％以内 給食費支払日 

備考 

１ 他の制度で同様の助成がある場合は、他の制度を優先し、この要綱に基づく援助

費は支給しない。 

２ 年度途中に認定を行った場合、学用品費及び通学用品費については、認定を行っ

た月を基準に月割りで随時支給する。 

３ 新入学児童生徒学用品費等については、支給時期を５月とあるのは前年度の３月

と読み替えて支給することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表の次に次の様式を加える。 
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別記第１号様式（第４条関係） 
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別記第２号様式（第４条関係） 
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別記第３号様式（歯科）（第６条関係） 
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別記第４号様式（医科）（第６条関係） 
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附 則 

この告示は、令和４年４月１日から施行し、令和４年３月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【改正の理由】 

  今回の改正については、新入学児童生徒学用品費等を３月に支給するようにした

ことにより、新 1 年生分（３月１日認定）、在校生分（４月１日認定）を小中学校

ごとに、１家庭最大４枚の申請書の提出が必要となったため、保護者及び事務職員

の負担軽減のため、１家庭１枚の申請書で済むようにするものです。 

  同時に、別に定めている取扱規程を要綱に集約しました。 
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6
号

）
第

1
9
条
及

び
学
校

保
健

安
全

法
（

昭
和

3
3
年
法

律

第
5
6
号
）
第

2
4
条

の
規
定

に
基

づ
き
、
経

済
的

な
理
由

に

よ
り

就
学
困

難
な
児

童
又
は
生

徒
の

保
護

者
に
対

し
、
就

学
に

必
要
な

経
費
（

以
下
「
援

助
費

」
と

い
う

。
）
を

支

給
す

る
こ
と

に
よ
り

、
義

務
教

育
の

円
滑

な
実
施

を
図
る

こ
と

を
目
的

と
す
る

。
 

第
１

条
 
こ

の
規
定

は
、
四
万

十
町

要
保

護
及
び

準
要
保
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給
要
綱
（

平
成

1
8
年

教
育
長

告
示

第
３

号
。
以

下
「

要
綱

」
と
い

う
。
）
第
1
0
条

の
規

定
に

基
づ

き
、
四
万

十
町
要

保
護
及

び
準

要
保

護
児
童

生
徒
就

学
援

助
費

の
支

給
に

関
し

必
要

な
事

項
を

定
め

る
も

の

と
す

る
。
 

 

（
受

給
資
格

）
 

（
受

給
資
格

）
 

（
受

給
資
格

）
 

第
２

条
 
援

助
費
の

支
給
を
受

け
る

こ
と

が
で
き

る
者
は
、

国
公

立
の

小
学

校
又

は
中

学
校

に
就

学
す

る
児

童
又

は

生
徒
（

就
学

を
予
定

す
る
児
童

又
は

生
徒

を
含
む

。
以
下

こ
れ

ら
の
者

を
「

児
童
等

」
と

い
う
。
）
の
保

護
者
（

現

に
当

該
児

童
等

を
養

育
し

て
い

る
こ

と
を

当
該

学
校

長

が
認

め
る
者

を
含
む

。
以

下
同

じ
。
）
で

あ
っ
て

、
町

内

に
住

所
を
有

し
、
か

つ
、
次
の

各
号

の
い

ず
れ
か

に
該
当

す
る

も
の
と

す
る
。
 

第
２

条
 
援

助
費
の

支
給
を
受

け
る

こ
と

が
で
き

る
者
は
、

国
公

立
の

小
学

校
又

は
中

学
校

に
就

学
す

る
児

童
又

は

生
徒
（
就

学
を
予

定
す
る

児
童

又
は

生
徒

を
含
む

。
以

下

こ
れ

ら
の
者

を
「
児

童
等
」
と

い
う

。
）
の
保

護
者
又

は

保
護

者
に
代

わ
る
者
（

以
下
こ

れ
ら

の
者

を
「
保

護
者
等

」

と
い

う
。
）
で

あ
っ

て
、
町
内

に
住

所
を

有
し
、

か
つ

、

次
の

各
号
の

い
ず
れ

か
に
該
当

す
る

も
の

と
す
る

。
 

第
２

条
 
要

綱
第
２

条
の
保
護

者
に

代
わ

る
者
と

は
、
実
際

に
当

該
児
童

生
徒
を

養
育
し
て

い
る

こ
と

を
当
該

学
校
 

長
が

認
め
た

者
と
す

る
。
 

 

(
１

)
 

生
活

保
護

法
（

昭
和

2
5
年

法
律

第
1
4
4
号

）
第

1
3

条
の

規
定
に

よ
る
教

育
扶
助
を

受
け

て
い

る
者
（

以
下

「
要

保
護
者

」
と
い

う
。
）
 

(
１

)
 

生
活

保
護

法
（

昭
和

2
5
年

法
律

第
1
4
4
号

）
第

1
3

条
の

規
定
に

よ
る
教

育
扶
助
を

受
け

て
い

る
者
（
以

下

「
要

保
護
者

」
と
い

う
。
）
 

 

(
２

)
 

次
の

い
ず
れ

か
に
該
当

す
る

者
（

以
下
「

準
要

保

護
者

」
と
い

う
。
）
 

(
２

)
 

次
の

い
ず
れ

か
に
該
当

す
る

者
（

以
下
「
準

要
保

護
者

」
と
い

う
。
）
 

 

ア
 

当
該

年
度

又
は

前
年

度
に

お
い

て
生

活
保

護
法

ア
 

当
該

年
度

又
は

前
年

度
に

お
い

て
生

活
保

護
法
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2
/
1
1
 

【
改

正
後
】
 

四
万

十
町
要

保
護
及

び
準
要
保

護
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給

要
綱
 

【
改

正
前
】
 

四
万

十
町
要

保
護
及

び
準
要
保

護
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給

要
綱
 

 

四
万

十
町
要

保
護
及

び
準
要
保

護
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給

要
綱
に

係
る
取

扱
規
程
 

に
定

め
る

教
育

扶
助

の
廃

止
又

は
停

止
の

措
置

を

受
け

た
者
 

に
定

め
る

教
育

扶
助

の
廃

止
又

は
停

止
の

措
置

を

受
け

た
者
 

イ
 

当
該
年

度
又
は

前
年
度
に

お
い

て
地

方
税
法
（
昭

和
2
5
年

法
律

第
2
2
6
号

）
に

定
め

る
次

の
い

ず
れ

か

の
措

置
を
受

け
た
者
 

イ
 

当
該
年

度
又
は

前
年
度
に

お
い

て
地

方
税
法
（

昭

和
2
5
年

法
律

第
2
2
6
号

）
に

定
め

る
次

の
い

ず
れ

か

の
措

置
を
受

け
た
者
 

 

(
ア

)
 

同
法

第
2
9
5
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

る
市

町

村
民

税
の
非

課
税
 

(
ア

)
 

同
法

第
2
9
5
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

る
市

町

村
民

税
の
非

課
税
 

 

(
イ

)
 

同
法

第
3
2
3
条

の
規

定
に

よ
る

町
民

税
の

減

免
 

(
イ

)
 

同
法

第
3
2
3
条

の
規

定
に

よ
る

町
民

税
の

減

免
 

 

(
ウ

)
 

同
法

第
7
2
条

の
6
2
の

規
定

に
よ

る
個

人
の

事
業

税
の
減

免
 

(
ウ

)
 

同
法

第
7
2
条

の
6
2
の

規
定

に
よ

る
個

人
の

事
業

税
の
減

免
 

 

(
エ

)
 

同
法

第
3
6
7
条

の
規

定
に

よ
る

固
定

資
産

税

の
減

免
 

(
エ

)
 

同
法

第
3
6
7
条

の
規

定
に

よ
る

固
定

資
産

税

の
減

免
 

 

ウ
 

当
該

年
度

又
は

前
年

度
に

お
い

て
国

民
年

金
法

（
昭

和
3
4
年

法
律

第
1
4
1
号

）
第

8
9
条

及
び

第
9
0
条

の
規

定
に

よ
る

国
民

年
金

の
保

険
料

の
減

免
措

置

を
受

け
た
者
 

ウ
 

当
該

年
度

又
は

前
年

度
に

お
い

て
国

民
年

金
法

（
昭

和
3
4
年

法
律

第
1
4
1
号

）
第

8
9
条

及
び

第
9
0
条

の
規

定
に

よ
る

国
民

年
金

の
保

険
料

の
減

免
措

置

を
受

け
た
者
 

 

エ
 

当
該

年
度

又
は

前
年

度
に

お
い

て
国

民
健

康
保

険
法

（
昭

和
3
3
年

法
律

第
1
9
2
号

）
第

7
7
条

の
規

定

に
よ

る
保

険
料

の
減

免
又

は
徴

収
猶

予
の

措
置

を

受
け

た
者
 

エ
 

当
該

年
度

又
は

前
年

度
に

お
い

て
国

民
健

康
保

険
法

（
昭

和
3
3
年

法
律

第
1
9
2
号

）
第

7
7
条

の
規

定

に
よ

る
保

険
料

の
減

免
又

は
徴

収
猶

予
の

措
置

を

受
け

た
者
 

 

オ
 

当
該

年
度

又
は

前
年

度
に

お
い

て
児

童
扶

養
手

当
法

（
昭

和
3
6
年

法
律

第
2
3
8
号

）
第

４
条

の
規

定

に
よ

る
児
童

扶
養
手

当
の
支
給

を
受

け
た

者
 

オ
 

当
該

年
度

又
は

前
年

度
に

お
い

て
児

童
扶

養
手

当
法

（
昭

和
3
6
年

法
律

第
2
3
8
号

）
第

４
条

の
規

定

に
よ

る
児
童

扶
養
手

当
の
支
給

を
受

け
た

者
 

 

カ
 

生
活

福
祉

資
金

貸
付

制
度

に
よ

る
貸

付
け

を
受

け
た

者
 

カ
 

生
活

福
祉

資
金

貸
付

制
度

に
よ

る
貸

付
け

を
受

け
た

者
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3
/
1
1
 

【
改

正
後
】
 

四
万

十
町
要

保
護
及

び
準
要
保

護
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給

要
綱
 

【
改

正
前
】
 

四
万

十
町
要

保
護
及

び
準
要
保

護
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給

要
綱
 

 

四
万

十
町
要

保
護
及

び
準
要
保

護
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給

要
綱
に

係
る
取

扱
規
程
 

キ
 

世
帯
全

員
の
所

得
（

当
該

年
度

又
は

前
年
度

に
納

付
す

べ
き

都
道

府
県

民
税

及
び

市
町

村
民

税
の

課

税
の

基
礎
と

な
っ
た

所
得
を
い

う
。
）
の

合
計

額
を

需
要

額
（

特
別
支

援
教
育

就
学

奨
励

費
の

算
定
に

用

い
る

需
要

額
を

い
う

。
）

で
除

し
た

数
が

1
.
3
以

下

の
者
 

キ
 

世
帯
全

員
の
所

得
（

当
該

年
度

又
は

前
年
度

に
納

付
す

べ
き

都
道

府
県

民
税

及
び

市
町

村
民

税
の

課

税
の

基
礎
と

な
っ
た

所
得
を
い

う
。
）
の
合

計
額
を

需
要

額
（

特
別

支
援
教

育
就
学

奨
励

費
の

算
定
に

用

い
る

需
要

額
を

い
う

。
）

で
除

し
た

数
が

1
.
3
以

下

の
者
 

 

ク
 

そ
の
他

就
学
援

助
を
必
要

と
す

る
者

で
、
教

育
委

員
会

が
当

該
学

校
長

及
び

民
生

委
員

の
意

見
を

聴

い
て

認
め
る

者
 

ク
 

そ
の
他

就
学
援

助
を
必
要

と
す

る
者

で
、
教
育

委

員
会

が
当

該
学

校
長

及
び

民
生

委
員

の
意

見
を

聴

い
て

認
め
る

者
 

 

２
 

第
５
条

の
規
定

に
よ
る
受

給
資

格
の

認
定
後

、
保

護
者

が
本

町
か
ら

転
出
し

た
場
合
で

あ
っ

て
も

、
引

き
続
き

当

該
児

童
等

が
四

万
十

町
立

小
学

校
又

は
中

学
校

に
就

学

し
て

い
る

と
き

は
、

保
護

者
が

転
出

し
た

年
度

内
に

限

り
、
援

助
費

の
支
給

を
受
け
る

こ
と

が
で

き
る
。
た

だ
し

、

転
出

先
の

市
町

村
と

重
複

し
て

の
受

給
は

で
き

な
い

も

の
と

す
る
。
 

２
 

第
５
条

の
規
定

に
よ
る
受

給
資

格
の

認
定
後

、
保

護
者

等
が

本
町
か

ら
転
出

し
た
場
合

で
あ

っ
て

も
、
引
き

続
き

当
該

児
童

等
が

四
万

十
町

立
小

学
校

又
は

中
学

校
に

就

学
し

て
い
る

と
き
は

、
保

護
者

等
が

転
出

し
た
年

度
内
に

限
り

、
援

助
費
の

支
給
を

受
け

る
こ

と
が

で
き
る

。
た

だ

し
、
転

出
先
の

市
町
村

と
重
複

し
て

の
受

給
は
で

き
な
い

も
の

と
す
る

。
 

 

（
援

助
費
）
 

（
援

助
費
）
 

（
援

助
費
）
 

第
３

条
 
援

助
費
の

費
目
及
び

支
給

額
は
、
別

表
の
と

お
り

と
す

る
。
 

２
 

新
型
コ

ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感

染
症

へ
の

対
策
と

し
て
、
四

万
十

町
立

小
学

校
又

は
中

学
校

を
臨

時
休

業
し

た
場

合

に
つ

い
て
は

、
当

該
臨
時

休
業

期
間

中
に

提
供
し

な
か
っ

た
給

食
費

に
相

当
す

る
額

を
別

表
に

規
定

す
る

給
食

費

の
実

費
と

み
な

し
て

援
助

費
を

支
給

す
る

こ
と

が
で

き

る
。
 

第
３

条
 
援

助
費
の

費
目
及
び

支
給

額
は

、
教

育
長

が
別
に

定
め

る
。
 

第
３

条
 
要

綱
第
３

条
の
教
育

長
が

別
に

定
め
る

額
は

、
別

表
の

と
お
り

と
す
る

。
 

２
 

新
型
コ

ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感

染
症

へ
の

対
策
と

し
て

、
四

万
十

町
立

小
学

校
又

は
中

学
校

を
臨

時
休

業
し

た
場

合

に
つ

い
て
は

、
当

該
臨

時
休
業

期
間

中
に

提
供
し

な
か
っ

た
給

食
費

に
相

当
す

る
額

を
別

表
に

規
定

す
る

給
食

費

の
実

費
と

み
な

し
て

援
助

費
を

支
給

す
る

こ
と

が
で

き

る
。
 

（
申

請
）
 

（
申

請
）
 

 
（

申
請
書

）
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4
/
1
1
 

【
改

正
後
】
 

四
万

十
町
要

保
護
及

び
準
要
保

護
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給

要
綱
 

【
改

正
前
】
 

四
万

十
町
要

保
護
及

び
準
要
保

護
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給

要
綱
 

 

四
万

十
町
要

保
護
及

び
準
要
保

護
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給

要
綱
に

係
る
取

扱
規
程
 

第
４

条
 
援

助
費
の

支
給
を
受

け
よ

う
と

す
る
保

護
者
は
、

毎
年

度
、
別

記
第
１

号
様
式
に

よ
る

申
請

書
に
よ

り
、
当

該
児

童
等

が
就

学
す

る
学

校
長

を
経

由
し

て
教

育
長

に

申
請

し
な
け

れ
ば
な

ら
な
い
。
た

だ
し
、
複
数

の
児
童

等

が
い

る
世
帯

の
場
合

は
、
最
年

少
の

児
童

等
が
就

学
す
る

学
校

長
に
提

出
さ
れ

た
申
請
書

を
も

っ
て

、
そ

の
世
帯

の

全
て

の
児
童

等
の
申

請
が
な
さ

れ
た

も
の

と
み
な

す
。
 

第
４

条
 

援
助

費
の

支
給

を
受

け
よ

う
と

す
る

保
護

者
等

は
、
毎
年

度
、
就

学
援

助
費
申

請
書

に
必

要
事
項

を
記
入

し
、
当
該

児
童
等

が
就
学

す
る

学
校

長
（

未
就

学
の
児

童

等
に

あ
っ
て

は
、
就

学
予

定
の

学
校

長
）
を
経

由
し
て

教

育
長

に
提
出

し
、
援

助
費

の
受

給
資

格
の

認
定
（

以
下

単

に
「

認
定
」

と
い
う

。
）
を
受

け
な

け
れ

ば
な
ら

な
い

。

第
４

条
 
要

綱
第
４

条
の
就
学

援
助

費
申

請
書
は

、
別

記
第

１
号

様
式
に

よ
る
も

の
と
す
る

。
 

 

２
 

前
項
の

申
請
書

に
は
、
児

童
等

と
生

計
を
一

に
す
る
世

帯
全

員
の

前
年

の
所

得
額

が
確

認
で

き
る

資
料

そ
の

他

認
定

に
必
要

な
書
類

を
添
付
し

な
け

れ
ば

な
ら
な

い
。
 

３
 

第
１
項

の
申
請

書
を
受
理

し
た

学
校

長
は
、
別
記

第
２

号
様

式
に

申
請

者
の

状
況

を
取

り
ま

と
め

て
教

育
長

へ

提
出

す
る
も

の
と
す

る
。
 

２
 

前
項
の

申
請
書

に
は

、
児

童
等

と
生

計
を
一

に
す
る
世

帯
全

員
の

前
年

の
所

得
額

が
確

認
で

き
る

資
料

そ
の

他

認
定

に
必
要

な
書
類

を
添
付
し

な
け

れ
ば

な
ら
な

い
。
 

   ２
 

要
綱
第

４
条
の

申
請
書
を

受
理

し
た

学
校
長

は
、
別
記

第
２

号
様

式
に

申
請

者
の

状
況

を
取

り
ま

と
め

て
教

育
長

へ
申
請

す
る
も

の
と
す
る

。
 

 

（
認

定
）
 

（
認

定
）
 

 

第
５

条
 
教

育
長
は

、
前
条
の

申
請

が
あ

っ
た
と

き
は
、
当

該
申

請
に

係
る

書
類

の
審

査
そ

の
他

必
要

に
応

じ
た

調

査
に

よ
り
援

助
費
の

受
給
資
格

の
認

定
（

以
下
単

に
「

認

定
」
と

い
う

。
）
を
行

い
、
そ

の
結

果
を

当
該
学

校
長
に

通
知

す
る
。
 

第
５

条
 
教

育
長
は

、
前

条
の

申
請

が
あ

っ
た
と

き
は
、
当

該
申

請
に

係
る

書
類

の
審

査
そ

の
他

必
要

に
応

じ
た

調

査
に

よ
り
認

定
を
行

い
、
そ
の

結
果

を
当

該
学
校

長
に
通

知
す

る
。
 

 

２
 

前
項
の

通
知
を

受
け
た
学

校
長

は
、
速
や

か
に
保

護
者

に
通

知
す
る

も
の
と

す
る
。
 

２
 

前
項
の

通
知
を

受
け
た
学

校
長

は
、
す

み
や
か

に
保
護

者
等

に
通
知

す
る
も

の
と
す
る

。
 

 

３
 

第
１
項

の
認
定

に
お
け
る

認
定

日
は

、
当

該
年
度

の
４

月
１

日
と
す

る
。
た

だ
し
、
年

度
途

中
の

申
請
に

あ
っ
て

は
、

原
則

と
し

て
申

請
書

を
受

理
し

た
月

の
初

日
と

す

る
。
 

３
 

第
１
項

の
認
定

を
行
う
日
は

、
当

該
年

度
の
４

月
１
日

（
年

度
途
中

の
申
請

に
あ
っ
て

は
、
原

則
と

し
て
申

請
書

を
受

理
し
た

月
の
初

日
）
と
す

る
。
た

だ
し
、
本

町
に

転

入
し

、
か

つ
、
四

万
十

町
立
小

学
校

又
は

中
学
校

に
転
入
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/
1
1
 

【
改

正
後
】
 

四
万

十
町
要

保
護
及

び
準
要
保

護
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給

要
綱
 

【
改

正
前
】
 

四
万

十
町
要

保
護
及

び
準
要
保

護
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給

要
綱
 

 

四
万

十
町
要

保
護
及

び
準
要
保

護
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給

要
綱
に

係
る
取

扱
規
程
 

学
し

た
者
の

保
護
者

等
の
申
請

に
つ

い
て

は
、
転
入

学
し

た
日

に
認
定

を
行
う

も
の
と
す

る
。
 

４
 

前
項
の

規
定
に

か
か
わ
ら

ず
、
就

学
予
定

の
児
童

等
に

係
る

認
定

は
、

就
学

前
の

３
月

１
日

に
行

う
こ

と
が

で
き

る
。
 

４
 

前
項
の

規
定
に

か
か
わ
ら

ず
、
就

学
予

定
の
児

童
等
に

係
る

認
定
は

、
就

学
前

の
３
月

１
日

に
行

う
こ
と

が
で
き

る
。
 

 

（
援

助
費
の

支
給
方

法
）
 

（
援

助
費
の

支
給
方

法
）
 

 

第
６

条
 
援

助
費
は

、
前

条
第

１
項

の
規

定
に
よ

る
認
定
を

受
け

た
者
（

以
下
「

受
給

者
」
と

い
う

。
）
が

指
定

す
る

金
融

機
関
の

口
座
（

医
療
費
に

あ
っ

て
は

、
医
療

機
関
か

ら
の

請
求
に

基
づ
き

医
療
機
関

が
指

定
す

る
口
座

）
に

振

り
込

む
も
の

と
す
る

。
 

第
６

条
 
援

助
費
は

、
前

条
第

１
項

の
規

定
に
よ

る
認
定
を

受
け

た
者
（

以
下
「
受

給
者
」
と

い
う

。
）
が

指
定

す
る

金
融

機
関
の

口
座
（

医
療

費
に

あ
っ

て
は

、
医

療
機
関

か

ら
の

請
求
に

基
づ
き

医
療
機
関

が
指

定
す

る
口
座

）
に

振

り
込

む
も
の

と
す
る

。
 

     

２
 

前
項
の

規
定
に

か
か
わ
ら

ず
、
請

求
、
受

領
、
精

算
及

び
返

納
に
つ

い
て
受

給
者
の
委

任
を

受
け

た
場
合

は
、
学

校
長

又
は

教
育

委
員

会
事

務
局

学
校

教
育

課
長

に
支

給

す
る

こ
と
が

で
き
る

。
 

３
 

前
項
の

医
療
費

の
請
求
は

、
別
記

第
３
号

様
式
又

は
別

記
第

４
号
様

式
に
よ

る
も
の
と

す
る

。
 

２
 

前
項
の

規
定
に

か
か
わ
ら

ず
、
請

求
、
受

領
、
精

算
及

び
返

納
に
つ

い
て
受

給
者
の
委

任
を

受
け

た
場
合

は
、
学

校
長

又
は

教
育

委
員

会
事

務
局

学
校

教
育

課
長

に
支

給

す
る

こ
と
が

で
き
る

。
 

    
（

援
助
費

の
支
給

方
法
）
 

第
５

条
 
要

綱
第
６

条
第
２
項

の
医

療
費

の
請
求

は
、
別
記

第
３

号
様

式
又

は
別

記
第

４
号

様
式

に
よ

る
も

の
と

す

る
。
 

（
状

況
変
更

等
の
届

出
）
 

（
状

況
変
更

等
の
届

出
）
 

 

第
７

条
 
受

給
者
は

、
次

の
各

号
の

い
ず

れ
か
に

該
当
す
る

と
き

は
、
遅

滞
な

く
教
育

長
に

届
け

出
な

け
れ
ば

な
ら
な

い
。
 

第
７

条
 
受

給
者
は

、
次

の
各

号
の

い
ず

れ
か
に

該
当
す
る

と
き

は
、
遅
滞

な
く
教

育
長
に

届
け

出
な

け
れ
ば

な
ら
な

い
。
 

 

(
１

)
 

保
護

者
の

住
所

又
は

氏
名

に
変

更
が

あ
っ

た
と

き
。
 

(
１

)
 

保
護

者
の

住
所

又
は

氏
名

に
変

更
が

あ
っ

た
と

き
。
 

 

(
２

)
 

生
活

保
護
法

に
よ
る
保

護
の
開
始

、
停

止
又
は

廃

止
が

あ
っ
た

と
き
。
 

(
２

)
 

生
活

保
護

法
に

よ
る

保
護

の
開

始
又

は
廃

止
が

あ
っ

た
と
き

。
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/
1
1
 

【
改

正
後
】
 

四
万

十
町
要

保
護
及

び
準
要
保

護
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給

要
綱
 

【
改

正
前
】
 

四
万

十
町
要

保
護
及

び
準
要
保

護
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給

要
綱
 

 

四
万

十
町
要

保
護
及

び
準
要
保

護
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給

要
綱
に

係
る
取

扱
規
程
 

(
３

)
 

前
２

号
に
掲

げ
る
も
の

の
ほ

か
、
就
学

援
助
費

の

申
請

内
容
に

変
更
が

あ
っ
た
と

き
。
 

(
３

)
 

前
２

号
に
掲

げ
る
も
の

の
ほ

か
、
就

学
援
助

費
申

請
書

の
記
載

内
容
に

変
更
が
あ

っ
た

と
き

。
 

 

（
認

定
の
取

消
し
）
 

（
認

定
の
取

消
し
）
 

 

第
８

条
 
教

育
長
は

、
受

給
者

が
次

の
各

号
の
い

ず
れ
か
に

該
当

す
る
と

認
め
た

と
き
は
、
認

定
を
取

り
消
し

、
又

は

援
助

費
の

支
給

の
全

部
若

し
く

は
一

部
を

取
り

消
す

こ

と
が

で
き
る

。
 

第
８

条
 
教

育
長
は

、
受

給
者

が
次

の
各

号
の
い

ず
れ
か
に

該
当

す
る
と

認
め
た

と
き
は
、
受

給
資

格
と

し
て
の
認

定

を
取

り
消
し

、
又

は
援

助
費
の

支
給

の
全

部
若
し

く
は
一

部
を

取
り
消

す
こ
と

が
で
き
る

。
 

 

(
１

)
 

当
該

認
定
の

要
件
を
欠

い
た

と
き

。
 

(
１

)
 

当
該

認
定
の

要
件
を
欠

い
た

と
き

。
 

 

(
２

)
 

不
正

の
手

段
に

よ
り

援
助

費
の

支
給

を
受

け
た

と
き

。
 

(
２

)
 

不
正

の
手

段
に

よ
り

援
助

費
の

支
給

を
受

け
た

と
き

。
 

 

（
援

助
費
の

返
還
）
 

（
援

助
費
の

返
還
）
 

 

第
９

条
 
教

育
長
は

、
受

給
者

が
援

助
費

の
支
給

を
受
け
た

後
に

お
い
て

、
前

条
の
規

定
に

よ
り

援
助

費
の
支

給
を
取

り
消

し
た
と

き
又
は

当
該
児
童

等
の

長
期

欠
席
、
行
事

不

参
加

等
に
よ

り
援
助

費
を
使
用

し
な

か
っ

た
と
き

は
、
当

該
援

助
費
を

返
還
さ

せ
る
こ
と

が
で

き
る

。
 

第
９

条
 
教

育
長
は

、
受

給
者

が
援

助
費

の
支
給

を
受
け
た

後
に

お
い
て

、
前

条
の

規
定
に

よ
り

援
助

費
の
支

給
を
取

り
消

し
た
と

き
又
は

当
該
児
童

等
の

長
期

欠
席

、
行

事
不

参
加

等
に
よ

り
援
助

費
を
使
用

し
な

か
っ

た
と
き

は
、
当

該
援

助
費
を

返
還
さ

せ
る
こ
と

が
で

き
る

。
 

第
６

条
 
こ

の
規
程

に
定
め
る

も
の

の
ほ

か
、
援
助

費
の
支

給
に

関
し
必

要
な
事

項
は
、
教

育
長

が
別

に
定
め

る
。
 

（
雑

則
）
 

（
雑

則
）
 

 

第
1
0
条

 
こ

の
要
綱

に
定
め
る

も
の

の
ほ

か
、
必

要
な

事
項

は
、

別
に
定

め
る
。
 

第
1
0
条

 
こ

の
要
綱

に
定
め
る

も
の

の
ほ

か
、
必
要

な
事
項

は
、

別
に
定

め
る
。
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【
改

正
後
】
 

四
万

十
町
要

保
護
及

び
準
要
保

護
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給

要
綱
 

【
改

正
前
】
 

四
万

十
町
要

保
護
及

び
準
要
保

護
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給

要
綱
 

 

四
万

十
町
要

保
護
及

び
準
要
保

護
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給

要
綱
に

係
る
取

扱
規
程
 

別
表

（
第
３

条
関
係

）
 

 
別

表
（

第
３

条
関
係

）
 

 

 

 

備
考
 

１
 

他
の
制

度
で
同

様
の
助
成

が
あ

る
場

合
は
、
他

の
制
度

を
優

先
し
、

こ
の
要

綱
に
基
づ

く
援

助
費

は
支
給

し
な
 

い
。
 

２
 

年
度
途

中
に
認

定
を
行
っ

た
場

合
、
学

用
品

費
及
び
通

学
用

品
費
に

つ
い
て

は
、
認
定

を
行

っ
た

月
を
基

準
に
月

割
り

で
随
時

支
給
す

る
。
 

３
 

新
入
学

児
童
生

徒
学
用
品

費
等

に
つ

い
て
は

、
支
給
時

期
を

５
月
と

あ
る
の

は
前
年
度

の
３

月
と

読
み
替

え
て
 

支
給

す
る
こ

と
が
で

き
る
。
 

          

備
考
 

１
 

他
の
制

度
で
同

様
の
助
成

が
あ

る
場

合
は

、
他

の
制
度

を
優

先
し
、
本

制
度

で
の
支
給

は
行

わ
な

い
。
 

２
 

年
度
途

中
に
認

定
を
行
っ

た
場

合
、
学

用
品
費

及
び
通

学
用

品
費
に

つ
い
て

は
、
認
定

を
行

っ
た

月
を
基

準
に
月

割
り

で
随
時

支
給
す

る
。
 

３
 

前
年
度

に
認
定

を
行
っ
た

場
合

の
新

入
学
児

童
生
徒
 

学
用

品
費
等

に
つ
い

て
は
、
支

給
時

期
を

５
月
と

あ
る
の

は
前

年
度

の
３

月
と

読
み

替
え

て
支

給
す

る
こ

と
が

で
き

る
。
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/
1
1
 

【
改

正
後
】
 

四
万

十
町
要

保
護
及

び
準
要
保

護
児

童
生

徒
就
学

援
助
費

支
給

要
綱
 

【
改

正
前
】
 

四
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議案第４号 

 

 

四万十町要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱に係る取扱規程の廃

止について 

 

 

四万十町要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱に係る取扱規程を廃止

する訓令を下記のとおり定めることについて、委員会の意見を求める。 

 

令和４年３月２２日 提出 

 

四万十町教育長 山脇 光章 

 

 

記 

 

 

四万十町要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱に係る取扱規程を

廃止する訓令 

 

四万十町要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱に係る取扱規程（平成30

年四万十町教育委員会訓令第１号）は、廃止する。 

 

附 則 

この告示は、令和４年４月１日から施行し、令和４年３月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【廃止の理由】 

四万十町要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱に集約するため。 
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議案第５号 
 

 

四万十町教育委員会社会教育関係委員の委嘱について 

 

 

 令和４年３月３１日をもって任期満了となる社会教育関係委員を下記及び別紙の

とおり委嘱又は任命することについて、委員会の意見を求める。 

 

令和４年３月２２日 提出        
                  四万十町教育長  山脇 光章 

 

 

記 

 

 

１．委嘱又は任命する委員 

 １）四万十町社会教育委員 

 ２）四万十町文化財保護審議会委員 

 ３）四万十町スポーツ推進委員 

 ４）四万十町窪川Ｂ＆Ｇ海洋センター運営委員 

 ５）四万十町図書館協議会委員 

 

２．委員の氏名等 

   別紙、四万十町教育委員会社会教育関係委員名簿のとおり 

 

３．委嘱期間 

   令和４年４月１日 から 令和６年３月３１日 
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別紙 

 

 １）四万十町社会教育委員 

 

   四万十町社会教育委員条例（平成 18 年四万十町条例第 172 号）第２条に基づ

く委員の委嘱 

  

 氏 名 住  所 年齢 備  考 

(１)学校教育の

関係者 
中 脇 由 美 ●●●●● ●● 再任 

(２)社会教育の

関係者 

谷 口 和 史 ●●●●● ●● 再任 

平 野 勝 己 ●●●●● ●● 再任 

八 木 敏 伸 ●●●●● ●● 再任 

(３)家庭教育の

向上に資する

活動を行う者 

金 子  仁 ●●●●● ●● 再任 

酒 井 紀 子 ●●●●● ●● 新規 

(４)学識経験の

ある者 
本 井 ゆ き ●●●●● ●● 再任 
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参 考 

 

■ 新たに委員とする者の氏名等 

住  所 ●●●●● 

氏  名  酒井 紀子（さかい のりこ） 

生年月日  ●●●●● 

推薦理由 

団体役員 ・ 文化的施設と育つ会とおわ 会長 ・ 四万十町連合婦

人会 十和支部 ・ 元 四万十町文化的施設検討委員 ・ 元 十和

地域まちづくり推進協議会 委員 

「文化的施設と育つ会とおわ」や「四万十町連合婦人会」などの団体

に所属し、地域住民、保護者など様々な立場で地域づくりや社会教育、

文化の分野において精力的に活動されている。 

 

 

 

 四万十町社会教育委員条例（平成 18 年四万十町条例第 172 号） 抜粋 
 

（設置） 

第１条 社会教育法（昭和 24 年法律第 207 号）第 15 条第１項の規定に基づき、四万

十町社会教育委員（以下「委員」という。）を置く。 

（委嘱の基準） 

第２条 委員は、次に掲げる者の中から委嘱するものとする。 

(１) 学校教育の関係者 

(２) 社会教育の関係者 

(３) 家庭教育の向上に資する活動を行う者 

(４) 学識経験のある者 

（定数） 

第３条 委員の定数は、10 人以内とする。 

（任期等） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、教育委員会は、特別の事情があるときは、任期中で

も委員を解職することができる。 
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別紙 

 

 ２）四万十町文化財保護審議会委員 

 

四万十町文化財保護条例（平成 18 年四万十町条例第 179 号）第 48 条第３項に

基づく委員の委嘱 

 

 氏 名 住  所 年齢 備  考 

学識経験を有す

る者 

池田 十三生 ●●●●● ●● 再任 
有馬 義行 ●●●●● ●● 再任 
田辺 猛 ●●●●● ●● 再任 
酒井 寿哉 ●●●●● ●● 再任 
宮地 昌美 ●●●●● ●● 再任 
伊賀 修 ●●●●● ●● 再任 
横山 藍 ●●●●● ●● 再任 
中津 吉弘 ●●●●● ●● 再任 

   

49



参 考 

 

四万十町文化財保護条例（平成 18 年四万十町条例第 179 号） 抜粋 
 

（設置及び任務） 

第 47 条 教育委員会に、四万十町文化財保護審議会（以下「審議会」という。）を置

くことができる。 

２ 審議会は、教育委員会の諮問に応じて、文化財の保存及び活用に関する重要事項

について調査審議し、並びにこれらの事項に関して教育委員会に建議する。 

３ 審議会は、文化財施設の管理運営について審議し、それに必要な調査及び研究を

行うものとする。 

（委員等） 

第 48 条 審議会は、委員 10 人以内で組織する。 

２ 審議会に特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くこ

とができる。 

３ 委員及び臨時委員は、学識経験を有する者のうちから教育委員会が委嘱する。 

（任期） 

第 49 条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 臨時委員の任期は、当該特別の事項に関する調査審議を行う期間とする。 
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別紙 

 

 ３）四万十町スポーツ推進委員 

 

スポーツ基本法（平成 23 年号外法律第 78 号）第 32 条に基づく委員の委嘱 

 

 氏 名 住  所 年齢 備  考 

本町におけるス

ポーツの推進に

係る体制の整備

を図るため、社

会 的 信 望 が あ

り、スポーツに

関する深い関心

と理解を有し、

及び次項に規定

する職務を行う

のに必要な熱意

と能力を有する

者 

廣 田 哲 男 ●●●●● ●● 再任 

田 邊 一 忠 ●●●●● ●● 再任 

谷 口 和 史 ●●●●● ●● 再任 

八 木 敏 伸 ●●●●● ●● 再任 

武 田 秀 義 ●●●●● ●● 再任 

山 本 俊 之 ●●●●● ●● 再任 

西 村 勝 文 ●●●●● ●● 再任 

利 岡  守 ●●●●● ●● 再任 

中 平 良 子 ●●●●● ●● 再任 

牧 野 秀 男 ●●●●● ●● 再任 

羽 方 厚 司 ●●●●● ●● 再任 

田 邊 誠 進 ●●●●● ●● 再任 

林  浩 史 ●●●●● ●● 再任 

中 平 ゆ か り ●●●●● ●● 再任 

野 中 裕 子 ●●●●● ●● 再任 

竹 内 浩 子 ●●●●● ●● 再任 

武 田 保 隆 ●●●●● ●● 再任 

松 下 知 史 ●●●●● ●● 新任 
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参 考 

 

■ 新たに委員とする者の氏名等 

住  所 ●●●●● 

氏  名 松 下 知 史（まつした ともふみ） 

生年月日 ●●●●● 

推薦理由 

学生時代にソフトボールと陸上部に所属しており、現在でも町内のマ

ラソン大会や駅伝にスタッフとして参加するなど、スポーツの普及に取

り組んでいる。また、大正・十和スポーツクラブの理事を務めており、

四万十町のスポーツ振興に大きく貢献している。 

スポーツ推進委員の後継者として、本町のスポーツ振興のために、若

い積極的な行動力に期待できる人材である。 

 

 

 

 スポーツ基本法（平成 23 年号外法律第 78 号） 抜粋 
 

（スポーツ推進委員） 

第 32 条 市町村の教育委員会（特定地方公共団体にあっては、その長）は、当該市

町村におけるスポーツの推進に係る体制の整備を図るため、社会的信望があり、ス

ポーツに関する深い関心と理解を有し、及び次項に規定する職務を行うのに必要な

熱意と能力を有する者の中から、スポーツ推進委員を委嘱するものとする。 

２ スポーツ推進委員は、当該市町村におけるスポーツの推進のため、教育委員会規

則（特定地方公共団体にあっては、地方公共団体の規則）の定めるところにより、

スポーツの推進のための事業の実施に係る連絡調整並びに住民に対するスポーツの

実技の指導その他スポーツに関する指導及び助言を行うものとする。 

３ スポーツ推進委員は、非常勤とする。 
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 四万十町スポーツ推進委員に関する規則  抜粋 

（平成 18 年四万十町教育委員会規則第 35 号） 
 

（職務） 

第２条 委員は、住民のスポーツの推進に関し、次の職務を行う。 

(１) 住民の求めに応じて、スポーツの実技の指導を行うこと。 

(２) 住民のスポーツ活動の促進のための育成を図ること。 

(３) 学校、公民館等の教育機関その他行政機関の行うスポーツの行事又は事業に

関し、協力すること。 

(４) スポーツ団体その他の団体の行うスポーツに関する行事又は事業に関し、求

めに応じて協力すること。 

(５) 住民一般に対し、スポーツについての理解を深めること。 

(６) 社会体育施設の管理運営に関し、審議し、助言を行うこと。 

(７) 前各号に掲げるもののほか、スポーツ推進のための事業の実施に係る連絡調

整及び住民に対してスポーツに関する指導助言を行うこと。 

２ 前項の規定により委員が分担する地域又は事項は、四万十町教育委員会（以下「教

育委員会」という。）が定める。 

（定数） 

第３条 委員の定数は、18 人以内とする。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

２ 教育委員会は、前項の規定にかかわらず、特別の事由があるときは、同項の期間

中においても委員を解嘱することができる。 

３ 委員は、再任されることができる。 
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別紙 

 

 ４）四万十町窪川Ｂ＆Ｇ海洋センター運営委員 

 

 四万十町窪川Ｂ＆Ｇ海洋センター管理規則（平成 18 年四万十町教育委員会規

則第 37 号）第２条第３項に基づく委員の委嘱 

 

 氏 名 住  所 年齢 備  考 

四万十町スポー

ツ推進委員に関

する規則（平成

18 年四万十町規

則第 35 号）第３

条の規定により

委嘱された委員

（海洋センター

の指定管理団体

の役員及び職員

を除く。） 

廣 田 哲 男 ●●●●● ●● 再任 

田 邊 一 忠 ●●●●● ●● 再任 

谷 口 和 史 ●●●●● ●● 再任 

八 木 敏 伸 ●●●●● ●● 再任 

武 田 秀 義 ●●●●● ●● 再任 

山 本 俊 之 ●●●●● ●● 再任 

西 村 勝 文 ●●●●● ●● 再任 

利 岡  守 ●●●●● ●● 再任 

中 平 良 子 ●●●●● ●● 再任 

牧 野 秀 男 ●●●●● ●● 再任 

羽 方 厚 司 ●●●●● ●● 再任 

田 邊 誠 進 ●●●●● ●● 再任 

林  浩 史 ●●●●● ●● 再任 

中 平 ゆ か り ●●●●● ●● 再任 

野 中 裕 子 ●●●●● ●● 再任 

松 下 知 史 ●●●●● ●● 新任 
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参 考 

  

■ 新たに委員とする者の氏名等    省略 

 

 

 四万十町窪川Ｂ＆Ｇ海洋センター管理規則  抜粋 

（平成 18 年四万十町教育委員会規則第 37 号） 
 

（運営委員会） 

第２条 海洋センターに運営委員会を置く。 

２ 運営委員会は、委員 18 人以内で組織する。 

３ 委員は、四万十町スポーツ推進委員に関する規則（平成 18 年四万十町規則第 35

号）第３条の規定により委嘱された委員（海洋センターの指定管理団体の役員及び

職員を除く。）をもって充てる。 

４ 委員の任期は、２年とする。 

５ 運営委員会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 
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別紙 

 

５）四万十町図書館協議会委員 

  

四万十町立図書館設置条例（平成 18 年四万十町条例第 175 号）第７条第２項に

基づく委員の任命  

 

 氏 名 住  所 年齢 備  考 

(１) 学校教育

及び社会教育

の関係者 

竹村 君子 ●●●●● ●● 再任 
刈谷 明子 ●●●●● ●● 再任 
(小中学校長)    

(２)家庭教育の

向上に資する

活動を行う者 

金子 仁 ●●●●● ●● 再任 
(３)学識経験の

ある者 
武内 文治 ●●●●● ●● 再任 

※ 小中学校長１名については、四万十町小中学校図書館協議会から推薦された者。 
（４月１日決定予定） 
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参 考 

 

 四万十町立図書館設置条例（平成 18 年四万十町条例第 175 号） 抜粋 
 

（図書館協議会） 

第７条 法第 14 条第１項の規定に基づき、図書館に、図書館協議会（以下「協議会」

という。）を置く。 

２ 協議会の委員（以下「委員」という。）は、次に掲げる者のうちから、委員会が

任命する。 

(１) 学校教育及び社会教育の関係者 

(２) 家庭教育の向上に資する活動を行う者 

(３) 学識経験のある者 

３ 委員の定数は、５人以内とする。 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

５ 協議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

６ 会長は会務を総理し、副会長は会長を補佐するとともに会長に事故があるとき、

又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

７ 委員が職務を行うために要する費用弁償については、別に定める。 
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議案第６号 

 

  

令和４年度四万十町教育行政方針の策定について 

 

 

 令和４年度四万十町教育行政方針の策定について、委員会の意見を求める。 

 

令和４年３月２２日 提出       

 

                  四万十町教育長 山脇 光章 
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議案第７号  

 

 

教育委員の辞職について 

 

 

令和４年３月１０日付けで、四万十町教育委員 岡 澄子 から辞職願（辞表）が提

出されたので、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２

号）第１０条及び四万十町教育委員会会議規則（平成１８年四万十町教育委員会規則

第 2 号）第３３条第２項の規定により委員会の同意を求める。 

 

 令和４年３月２２日 提出       

 

                  四万十町教育長 山脇 光章 
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参 考 

 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）抜粋 

 

（辞職） 

第 10 条 教育長及び委員は、当該地方公共団体の長及び教育委員会の同意を得て、

辞職することができる。 

 

 

四万十町教育委員会会議規則（平成１８年四万十町教育委員会規則第 2 号）抜粋 

 

（委員の辞職） 

第 33 条 委員が辞職しようとするときは、教育長に辞表を提出しなければならない。 

２ 教育長は、委員の辞表を受理したときは、会議に諮り、討論を行わないでその許

否を決めなければならない。 
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議案第８号 

 

 

令和４年４月１日付け教育委員会事務局職員人事異動について 

 

 

令和４年４月１日付け教育委員会事務局職員の人事異動を別紙のとおり行うこと

について、委員会の意見を求める。 

 

令和４年３月２２日 提出       

 

                  四万十町教育長 山脇 光章 

 

 

 

62


	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ

